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特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク 

 

１ 事業の成果 

 令和 7 年度は、防災コミュニティ事業として練馬区・台東区・品川区を中心に防災視点を取り入れた

地域清掃や防災まち歩き、町会と協働で防災訓練を実施した。地域清掃の発展形として、神奈川県鎌倉

市での海岸清掃「防災ビーチクリーンアップ大作戦」を開催し、環境保全と自然の驚異、特に津波から

身を守るために必要な知識を実践的に学ぶ機会を作った。 

また、顔の見えるつながりの場の創出を目的に開催している「防災みんなの食堂」においては回を重

ねるごとに参加者の数も増え、実施回を増やす方向で検討が進んでいる。 

その他、防災教育事業として今年度から、「どうする！？災害時のトイレ問題」として講座を開催し、

定員を大幅に超える申し込みがあり、地域住民にとっても大きな関心事であることが分かった。 

最後に、防災 ICT 支援事業としてシニア世代に向けたスマートフォン講習会の中でも、教室と言う形

で 1 年間をとして実施したスマートフォン講習会ではスマートフォンの基本操作からはじまり、最終回

では東京都防災アプリを活用できるまでになり、情報弱者と呼ばれる高齢者のデジタルデバイド解消に

つながる取り組みができたと感じている。 

尚、今年度は復興支援事業は実施せず、令和８年度に実施予定となっている。 

 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【11220】千円） 
定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

防災用品、非
常食を備蓄す
る事業 

杉並区今川事務所にて防
災用品、非常食の備蓄と
西荻窪地域で非常食の配
布、備蓄啓蒙活動。 

通年 杉並区 4 人 
杉並区西
荻窪地域
住民 

50 人 10 

防災をとおし
た地域コミュ
ニティの活性
化事業 

子ども食堂事業。 通年 台東区 
荒川区 5 人 

台東区、
荒川区地
域住民 

600 人 750 

防災をとおし
た地域コミュ
ニティ間の親
交を深めるた
めの事業 

防災ウォーク、避難所ま
での道のりを地域内地域
外の参加者と一緒にウォ
ーキングを行い、危険個
所の把握と地域間での防
災の取り組みの違いにつ
いて共有し合う。 

通年 

杉並区 
台東区 
品川区 
目黒区 
練馬区 

5 人 

杉並区、
台東区、
品川区、
関東圏の
参加希望
者 

850 人 2950 

災害、防災教
育事業 

災害時のトイレ問題につ
いての講座。 通年 

杉並区 
品川区 
目黒区 
 

15 人 
杉並区 
品川区 
目黒区民 

250 人 511 

   令和 7 年度 事 業 報 告 書 



外国人のため
の防災推進事
業 

日本語学校に通う外国人
留学生に向けた、防災講
座や地域の防災訓練への
参加。 

通年 

品川区 
目黒区 
台東区 
杉並区 
江東区 

6 人 
日本語学
校に通う
外国人留
学生等 

600 人 2696 

防災をとおし
た環境保全事
業 

防災視点での地域清掃・
海岸清掃活動事業。 通年 

杉並区 
台東区 
練馬区 
品川区 
鎌倉市 

6 人 

杉並区 
台東区 
練馬区 
品川区 
鎌倉市民 

1600 人 1700 

災害時におけ
る福祉サービ
スの維持を推
進する事業 

福祉避難所運営マニュア
ル作成。福祉避難所に指
定されている施設の運営
マニュアルの作成 

11 月 目黒区 1 人 
目黒区在
住の要支
援者 

25 人 0 

防災マップ作
成事業 

ハザードマップを活用し
参加者それぞれに合った
避難地図の作成事業 

11 月 目黒区 
台東区 2 人 

目黒区・
台東区在
住 60 歳
以上の高
齢者 

20 人 0 

災害時におけ
るネットワー
ク構築を図る
事業 

防災 IT 講座、スマートフ
ォンを使った防災アプリ
の活用法を学ぶ事業 

通年 目黒区 
杉並区 3 人 目黒区・ 

杉並区民 600 人 2553 

災害時におけ
る要支援者の
人権擁護の推
進を図る事業 

視覚聴覚障害者から学ぶ
防災講座 9 月 杉並区 3 人 杉並区民  15 人 50 

 

（２）その他の事業                    （事業費の総費用【  0 】千円） 
定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

事業費 
（千円） 

寄付された物

品の販売事業 

 

実施予定なし 
  

  

ホームページ

への広告掲載

事業 

 

実施予定なし 
  

  

 



書式第１４号（法第２８条関係）

   令和7年度　活動計算書（その他事業がある場合）
特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク

（単位：円）
特定非営利活動に係る事業 その他事業

金　　額 小計・合計 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益
１　受取会費 70,000 0 70,000

正会員受取会費 70,000
賛助会員受取会費

２　受取寄附金 175,000 0 175,000
受取寄附金 175,000

３　受取助成金等 9,115,181 0 9,115,181
受取民間助成金 3,901,400
受取国庫補助金等 5,213,781

４　事業収益 1,860,080 0 1,860,080
防災コミュニティ事業収益 125,500
防災教育事業収益 24,000
防災ICT支援事業収益 1,710,580
復興支援事業 0

５　その他の収益 480 0 480
雑収入 0
受取利息 480

経　常　収　益　計 11,220,741 0 11,220,741
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費 2,960,156 0 2,960,156
給料手当 2,308,700
役員報酬
退職給付費用
法定福利費 651,456

（２）その他経費 6,207,286 0 6,207,286
消耗品費 2,150,326
諸謝金 3,084,400
旅費交通費 302,520
車両費 295,200
会議費 129,800
印刷製本費 178,900
支払い手数料 17,440
保険料 48,700
賃借料 0

事業費計 9,167,442 0 9,167,442
２　管理費

（１）人件費 1,725,604 0 1,725,604
役員報酬
給料手当 1,291,300
退職給付費用
法定福利費 434,304

（２）その他経費 169,140 0 169,140
消耗品費 87,850
水道光熱費 0
通信運搬費 68,750
地代家賃 0
支払い手数料 12,540

管理費計 1,894,744 0 1,894,744
経　常　費　用　計 11,062,186 0 11,062,186
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】・・・① 158,555 0 158,555
【Ｃ】　経　常　外　収　益

固定資産売却益
過年度損益修正益

経　常　外　収　益　計 0 0 0
【Ｄ】　経　常　外　費　用

固定資産売却損
災害損失
過年度損益修正損

経　常　外　費　用　計 0 0 0
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】・・・② 0 0 0
経　理　区　分　振　替　額　・・・③
税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②＋③・・・④ 158,555 0 158,555

法人税、住民税及び事業税　・・・⑤
前期繰越正味財産額　・・・⑥ 1,112,246

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　④－⑤＋⑥ 1,270,801

合計科目

事 業 報 告 用



書式第１５号（法第２８条関係）

   令和７年度　貸借対照表
特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク　

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

3,577,781
現金預金 1,270,801
売掛金 2,306,980
未収金

流動資産合計　・・・① 3,577,781
２　固定資産

（１）有形固定資産
車両運搬具
什器備品

（２）無形固定資産
ソフトウェア
借地権

（３）投資その他の資産
敷金
長期貸付金

固定資産合計　・・・②

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 3,577,781

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

未払金
預り金

流動負債合計　・・・③
２　固定負債

長期借入金
退職給付引当金

固定負債合計　・・・④
負　債　合　計　③＋④
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 1,270,801
当期正味財産増減額 2,885,039

正　味　財　産　合　計

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 4,155,840

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

    令和７年度　財産目録
特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク

         （単位：円）
科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

3,577,781
現金預金 1,270,801

普通預金　三菱UFJ銀行／大泉支店 1,175,027
普通預金　東京信用金庫／大泉支店 11,056
普通預金　GMOあおぞらネット銀行／法人第二営業部 83,937
普通預金　ゆうちょ銀行 781

売掛金 2,306,980
事業売掛金 2,306,980

未収金

流動資産合計　・・・① 3,577,781
２　固定資産

（１）有形固定資産 0
車両運搬具

什器備品

（２）無形固定資産 0
ソフトウェア

借地権

（３）投資その他の資産
敷金

長期貸付金

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 3,577,781

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

未払金

預り金

流動負債合計　・・・③
２　固定負債

長期借入金

退職給付引当金

固定負債合計　・・・④

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 3,577,781

事 業 報 告 用



書式第１６号（法第２８条関係）

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、NPO会計基準によっています。

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法
令和7年度、棚卸資産はございません。

　 固定資産の減価償却の方法
令和7年度、固定資産はございません。

　 引当金の計上基準
・退職給付引当金

令和7年度、退職給付引当金はございません。

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
令和7年度、施設の提供等の物的サービスはございません。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み経理によっています。

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

防災コミュニ
ティ事業

防災教育
事業

防災ICT支援
事業

復興支援
事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 0 0 0 0 0 70,000 70,000
受取寄附金 0 0 0 0 0 175,000 175,000
受取助成金等 6,785,420 1,487,321 842,440 0 9,115,181 0 9,115,181
事業収益 125,500 24,000 1,710,580 0 1,860,080 0 1,860,080
その他収益 0 0 0 0 0 480 480

経常収益計 6,910,920 1,511,321 2,553,020 0 10,975,261 245,480 11,220,741
Ⅱ　経常費用

人件費
給料手当 1,843,200 145,500 320,000 0 2,308,700 1,291,300 3,600,000
役員報酬 0 0 0 0 0 0
退職給付費用 0 0 0 0 0 0
法定福利費 651,456 0 0 0 651,456 434,304 1,737,216
･･････････
人件費計 2,494,656 145,500 320,000 0 2,960,156 1,725,604 4,685,760
その他経費
諸謝金 2,145,600 136,000 802,800 0 3,084,400 3,084,400
旅費交通費 302,520 0 0 0 302,520 302,520
車両費 282,400 0 12,800 0 295,200 295,200
会議費 67,700 0 62,100 0 129,800 129,800
印刷製本費 167,180 5,200 6,520 0 178,900 178,900
消耗品費 1,378,720 190,400 581,206 0 2,150,326 87,850 2,238,176
水道光熱費 0
通信運搬費 68,750 68,750
地代家賃 0
賃借料 0 0 0 0 0 0
保険料 48,700 0 0 0 48,700 48,700
支払手数料 15,440 2,000 0 0 17,440 12,540 29,980
･･････････
その他経費計 4,408,260 333,600 1,465,426 0 6,207,286 169,140 6,376,426

経常費用計 6,902,916 479,100 1,785,426 0 9,167,442 1,894,744 11,062,186

当期経常増減額 8,004 1,032,221 767,594 0 1,807,819 △ 1,649,264 158,555

 ２．

　　令和７年度　　計算書類の注記

（１）

（２）

（４）

 ３．

 ４．

 ５．

（２）

（１）

科目

（５）

（３）

特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク

 １．

事 業 報 告 用



３． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は1,270,801円ですが、そのうちに使途が特定されている金額はございません。
したがって使途が制約されていない正味財産は1,270,801円です。

４． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具
什器備品
･･････････

無形固定資産
･･････････

投資その他の資産
敷金
･･････････

合計

５． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

６． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

（活動計算書）

活動計算書計

（貸借対照表）

貸借対照表計

７．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

科目

科目

合計



書式第１８号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 

 

 令和７年度年間役員名簿 （前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿） 

 特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク                  

 

１ 確認事項（法第２０条及び第２１条を確認の上、チェックを入れてください。） 

☑以下の役員には、欠格事由者が含まれません。（法第２０条関係） 

☑各役員について、親族の規定に違反していません。（法第２１条関係） 

 

２ 役員一覧 

 役 名 
どちらかに○ 

（フリガナ） 
 

前事業年度内の 

就任期間 
報酬を受けた期間 
（該当者のみに記入） 氏 名 

1 理事・監事 
マスムラカズキ 

 

令和7年   4月  1日 

～ 

令和9年  3月  31日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 増村一樹 

2 理事・監事 
アサノユウキ 

 

令和7年   4月  1日 

～ 

令和9年  3月  31日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 浅野優貴 

3 理事・監事 
フルカワマサアキ 

 

令和7年   4月  1日 

～ 

令和9年  3月  31日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 古川雅章 

4 理事・監事 
オオモリキョウコ 

 

令和7年   4月  1日 

～ 

令和9年  3月  31日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日 大森京子 

5 理事・監事 
 

 
  年  月  日 

～ 

  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

6 理事・監事 
 

 
  年  月  日 

～ 

  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

7 理事・監事 
 

 
  年  月  日 

～ 

  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

8 理事・監事 
 

 
  年  月  日 

～ 

  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

9 理事・監事 
 

 
  年  月  日 

～ 

  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

10 理事・監事 
 

 
  年  月  日 

～ 

  年  月  日 

  年  月  日 

～ 

年  月  日  

 



書式第４号（法第１０条・第２８条関係） 
 
  

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿） 
  

 
 特定非営利活動法人防災コミュニティネットワーク 

     

氏   名       

１ 

 
増村 一樹 
 

 
 

２ 

 
浅野 優貴 

 
 

３ 

 
古川 雅章 
 

 
 

４ 

 
大森 京子 

 
 

 

５ 

 
谷島 俊 

 
 

６ 

 
浅野 翼 

 
 

７ 

 
山下 一弥 

 
 

８ 

 
宇都 貴博 

 
 

９ 

 
平野 真衣 

 
 

10 

 
町田 研二 

 
 

11 

 
 

 
 

12 

  

  

設立・事業報告用 




